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明ホ大亨TJ益1販 テ員会では 本 =員 会ヨJ雲草【 菊 ルJと史

P工 ■部教i受を中心にtソて 現 在 明 治人!版 リ
ーフレット

!利益十日反の手=き ,の 作成をいそいています.こ れは 教 批

員の方か子会京高1活動をわいうとしたBiに す 心してそIH■ 1

ち込めるてように !内 のス通の基庄を札禁していこうとするも

θ〕て
―
コⅢ

われわれ教恥員は 日 常的に教育 jf丸 にhわ つていますわ`

句[すに最近では1会 ■高★活動にも油紅出Jに関わつています。こ

れは 大 亨が教F社,同 志のP日や教叫員と学十の間というふうに

宇内のよい領lnて敦白 研 究,市動を行うのではなく 学 夕IU l

十1会的領lntにようしヽて b打“也的にアブロ
ーチしてその問題岬波に

尽力してここ 大 ■の本来の使命を実現でさるというように

社会的F]乱が大きく少化してきたわ`らだと思しヽますⅢ

記、のわ十丸 女 市長域であるr■ 学分野でも 民 FDB企業の社外

取市役を]さ 立け,リ  ベ ンチ十
一 亡 ジネスやNPO法 人の

役員としフて,市Ffをしているケ員の方わ`たくさんいます、わ`つて

このような行ちは 1私Hl小利益行小に■するしの 1と して仲培彗

されまtノたが 最 jて よむじる社会的利希に茸高|ヨると済行為

どitンて高く評1面されるようになつていて l.岩  セ 自人として

ま止当でテ当lf十1会車高市活動になつてきているのです.

し7●がモつて ljq治人ヤでも こ うした社会草耐活動をホⅢ的

に支ltヨる方向に大さく■を切っていまJ.さ らにそれを

促止しようとしていると高つても過言てはありません.た だ

こうしたヨ尚,こ勁によつて 学 生への数百'占勁や本来のコ1究活

動が支障を束ttンたり 阻 ;さ れることがあつては□題です。

教育 "T究 活動を行いつつ社会■献活動にもTJならにはわる際

にこのような支F=や阻官にならないよう 人 !■ i車の押l■とし

て考え方やルールをに認していこうというのわ`切冶人!版 リー

フレット 1利益相反の手弓さ で す。

本≧員会は昨年の6月 16日 を度切りに こ れまでにむ 6い

の会iiをl.l‖して l■々なれとから利ⅢⅢ十日反について技li tッて

さました。このたび最終冥として 「社会■ⅢすのすL上 にかかわる

倫理ガイドJと 「和!益十日反に関するリ
ーフレットJと =つ に'i約

してバンフレットを作成し 5月連体取Hナに全敦抗員に配布する

予定にtyています 姿 車会とtノま(ソては rt術 的に内否を改こ

していく所存てどので ど うかこ言党 こ 忠想なお号世下ヽしヽ

この八ンフレットには 明 治大■が 「入!セ ンターJ 「 亨

十イ支lt4 1  帆 叫 キ ャリア形成支援センター | 「 教■

十判発章表センターJを 立ち上〕<孜 育力>を 培うことに全力を

あす 加 えて 「研究 力 BIFll唱杷| Jヽの 立ら上〕て■"十究カン

の向上に努力してきた現在 さ らに利益1販 テ鼻会において十

会亘はの考え方 ル ールを明汚「にしてく社会■市1カ>をれヤさ

せたいという意8が 込められています.

<数 有力>(研 究力)<社 会■寸力, こ れらニコのⅢ!山に

全1 力ヽを恒として 明 '台大学の<大学力,,をしヽわ`んなく発JTし

ようではありませんかⅢ

｀
た A、出▼明治大学社会連携促達畑財本部

一部教務部長

利益相反委員会委員長

坂本 恒 夫



大和証券グループとの交流 ・連携

(寄付轟座の提供・学生ビジネスアイデアコンテスト支援)

広がるコラボレーション

明治大学社会連携促進知財本部と大和証券グルーブとの

連携が本格化したのよ 2005年 FvFに行われた第 1回学生ビ

ジネスアイデアコンテス トがきつかけです。当時は 学 生

の起業意欲の高まりを背景に 全 国の主要な大学において

類似のコンテスト開催が広がりを見せていました。正規の

授業として、起業家養成講座の導入も急進展していました。

こうした状況下 大 和証券グループよ全国の大学の最新

情報を踏まえて 明 治大学の学生ビジネスアイデアコンテ

ストにも大きな関心を持ちました。一般のベンチャー企業

をはじめ大学発ベンチャーの株式上場支援をビジネスの一

つとしているからです。

そして 2006年 には明治大学役員の方から起業家養成

に関する寄付議座の開設協力の要請を受け 2007年 度か

ら講座を開設することとなりました。

コンテスト審査会や説明会に協力
ます コ ンテス トについては8005年 度 2006年 度と

フ0件以上の応募を集め成果を挙すたと承知しております。

こうした中 大 和証券グルーフからは 大 和総研が代表

して第 ]回コンテス ト1次喜査会にオブザーパーで参加し

各ブランに対する意見を述べさせていたださました。最優

秀賞の該当者はなかつたのですが 優 秀賞の5件 よ 若 者の

斬新な発想によるユニークなアイデアでした。

また 2006年 度コンテストでは 事 前説明会で 「ビジ

ネスアイデアの倉1出法Jの 講師 お よび1次害査会委員とし

て協力を拡充する機会をいただきました。害査の結果 最

優秀賞は理工学部建築学科4年生4人 チームによる 「広告メ

ディアとしての仮設工事用シー トの開発」に輝きました。

以下優秀賞など10件 が入真を果たしました。アイデアの水

準は着実に進歩していると思われます。他大学の状況も踏

まえ 若 い学生達の進歩は目を見張るものがあると感じま

した。さらに全チームのブレゼンテーション能力の高さに

も鷺きました。2007年 も継続することによリー段とレベ

リレアッブするはすです。

また 女 子学生産の活躍にも注目したいと思います。

2006年 度の応募総数のうち女性比率は20%で したが 最

終審査会に残つた]1名 に占める女子学生比率は45%(5名 )

謡圏‰卦部長鈴江  栄 二

に達しました。さらに 2位 にあたる優秀自2名は共に専門

職大学院の女子学生でした。男女銅つて競い合う様子に感

心しましたが こ うした健全な競争がアイデアの水準向上

の背景にあることよ間違いありません。

学生に実践的起業家養成講座を提供
次に 起 業家蓑成に関する大和証券グルーブ寄付講座に

ついてです。講座の名称は 「ベンチャー起業アイデアの倉J

出とビジネスフランの構築Jで す。文字通り前半で起業ア

イデア、後半でビジネスプランの作成方法を実践的な議義

形式で提供する予定です。

時期は200フ 年度前期の授業として開設します。場所は、

学部や学年の壁を越えて幅広い学生を対象にする 「学部間

共通総合講座Jと して駿河台キャンパスにて開議されます。

講座のコーディネーターは 明 治大学社会連携促進知財本

部員で政治経済学部教授の森下正氏に務めていたださます。

大和総研がオーガナイザーとして全体を取りまとめ 大

和証券グループの株式公開に関連する各種専門家 及 び明

治大学商学部出身の倉」業経営者である藤川章庫氏 (株式会

社デジタルスケープ代表取締役社長)が 講師を務めます。

この講座のもう一つの特徴は 産 業界等で活睦さllてい

る明治大学のOB組 織である 「連合駿台会Jの 仲介によつて

寄付講座が開設された初めての事例となる点です。既に述

べた学生ビジネスアイデアコンテストは 明 治大学社会連

携促進知財本部と連合駿台会が主催し開催される企画です。

今回の寄付講座は 1]月 に開催されている同コンテストで

上位に入賞できるような 優 れたビジネスアイデアを生み

出す効果も期イ寺されます。

全国の大学で 類 似の起業家養成講座が急速に広がりつ

つありますが 上 記知財本部やOB組 織が連携し 講 座の終

了後も支援できる体制を整えた点はめすらしく 強 力な試

みであるといえます。

大和証券グループは こ うした起業家養成議座は 起 業

家の倉J出のみならす、大企業や組織での新事業提案や事業

計画作成など 幹 部人材に必要な能力育成にも効果があると

考えております。さらに倉J造性 起 業家精神 自 立心 社

会的使命感の豊かな 現 代の社会から幅広く望まれるリー

ダー人材の養成をサポートできるものと期待しております。



知的財産マネージャーの紹介

lTと
0活動1こ参カロして

はじめに
私が 明 治大学のTL① の知的資産センターの活動に参加す

るようになつたのは 活 動の立ち上げ初期に 理 工字削機械情

報学科の教授よりを紹介いただいたのがきつわHサです。その時

よ TLO活 動について十分に理解した訳ではないのですが

和の企業在職中に培つた拙い知識や経験が母校のために少しで

も寄与出来ればと思い 参 加させていたださました。

私よ 本 学の工学部機械工学科の材料力学研究室 (改福田

教授研究室)を 卒業後 実 筆記具メーカーに就職し 主 に次

のような職務に従事しました。研究開発職時代は 製 品に使

用する金属、非金属及び樹脂等の素材研究開発とそれらの加

工技llT(特に精密加エ ブ レス 研 磨 射 出及びブロウ
ー成

形)粉 体工学及び流体機僑学等の知識の修得に努めるととも

に そ llらを生産する設備機械の開発 改 善改造にも従事し

ました。また、オンラインから自動組み立て機の設計 製 作

及び外販の業務に関しては 機 構学 油 空圧機器 シ
ーケン

サー 機 械及び製品設計の自動設計の導入 (CAD CAM)

等の知識や技術の修得に研鎖を種みました。そして 生 産技

術職時代は 製 品の生産上の品質 (Q)コ スト (C)納 期

(D)を 追及すべさ話活動に 研 究開発職時代に会得した知識

等を活用して業務に当たりました。特に 品 質関係では

US SOの 取得 改 善 維 持 看 板方式の普及等について学

びました。さらに 管 理職時代は、先のQ C Oを 加昧して

の工場管理 コ ンピユーター活用の新工場管理システム導入

オンライン 新 工場の立上げ 赤 字工場の廃業等の業務に携

わり こ れらに関することを勉強してきました。

これと言つた自慢できる専P5能力があるわけではありません

が こ の俵な経歴をTLO活 動でのシーズの発掘やニーズの開

拓に活用出来ると感じたことが 私 がこの任務をお引き受けし

た理由です。

TLO活 動に参加して
世界のリーダー的存在になつた我が国の今後を担うべく 大

学の研究成果としての新知識や新技術と産業界とが融合を図る

ための 道 作り の 一手段として生まれたTLOに おいて 私

は主に字内のシーズ発flを中心に行つております。お陰様で

諸先生のこ理解とTLOの 先輩諸氏のご協力を得て 共 同研究

特許出願 特 許移転等において軸午ではありますが 何 とか成

果に結7111けることが出来ました。こうしたこれまでの活動を

通して感じた点を述べてみたいと思います。

大学の研究室は 教 育の
一環として 種  々教 育内容の実践

確認の場として ま た 学 理追求の検証の場として さ らに

理 工 学的分野の人材育成の場として そ の存在があります。

こうした使命と役割を持つ研究室の中で研究しているテーマを

野 鋼 菅
鹿 ンター

石 塚  ―
―
夫

前述の本来的な目的を損なわすに 産 学連携の 道 作り
立
とし

ていくこと劇千要です。これには 直 接研究を担当している諸

先生加の意識及び大学の制度的な変革専、かなり英断的なそれ

も早急な対応が必要かと思われます。

次に
“
シーズ
'と
 二 一ズ と のマッチングにおいては 研

究しているテーマや技術がどのような産業分野 製 品等に活用

が期待されるのかを知る必要があります。また 有 効な特許出

願や技術移転先を考慮するならば、研究の初期段階で企業との

連携を図つていくべきかと思います。また 日 子中の研究テー

マは、もつと詳細な情報が必要であり さ らに そ /崎H子来ど

のような 道 作り
'に
役立つのか等の情報収集活動をすること

が重要です。このことが実施出来れば ,:常 に効率良く活動が

出来ると思います。しかし 現 段階では 直 接そのテーマ担当

の刻受と面談をするしか方衆がなしヽ こもかかわらす 先 生方は

お1にしく オ フアーをとることが難しい状況です。このことが

結果として シ ーズとこ一ズのマッチングのすれや 特 許出願

の時期遅れ等となつているケースが見受けられます。

さらに 研 究と特許の新規性の喪失への対応も考えなくてよ

し‖サないと思います。即ち 特 許出願前に 研 勾チ果について

学会や研究会で論文発表を行つた場合 公 知化さll 折角の特

許が無用の物となつてしまうこともあります。まだ こ のこと

を十分こ理解いただけない先生もおらll も っと啓蒙活動が必

要だと感じています。

そして思う事
今年の3月に行なわれた理工学部の機械系と物理系の卒論及

び院生の修論の発表会を聴議させていただきました。この発表

会はTLO活 動の情報収集の第一歩としては非常に有意義なも

のだと思います。

先すは 諸 先生の研究室においてどんなテーマで研究活動が

なされているのか そ の概要が僅か数日で判ります。勿論 こ

こで発表された内容の詳細は、担当教員との面談等で理解 把

握しておく必要がありますが 特 許の可能性や二一ズ探索の方

向付けの初期調査に活用できると思います。今回の発表会で得

られた研究テーマ 聴 議した研究内容等は 産 業界とのマッチ

ンクの観点から 分 析 整 理 選 択したうえで 今 後の活動に

活かしていきたいと思います。

それによ出来るだけ全部のテーマを聴議出来ればと思います

が 時 間的制約もありTLO内 部での調整等が必要であり 加

えて機密漏洩防止の対応も考える必要があると思います。

最後に TLO活 動を通じて学んだことを活わ`し 母 線の産

宇連携活動のお役に立うたいと思つていますので よ ろしくお

願いします。



アメリカ大学実情 (3)

知的費産センター事務室  小 澤  方 明

アメリカ大学契情の第0回目は サ ウスカロライナ大学の外

部研究資金獲得のための支援体制について紹介します。

サウスカロライナ大学は サ ウスカロライナ州の州都コロン

ビア市に立地する本校を核とし 他 にフつのキャンパスを有す

る州内最大の州立大学です。学生約4万人 教 員約2千名を擁

する]3の学部および専円職大学院からなる大字です。

前回お知らせしましたクレムソン大学と同様に 大 学自ら高

度な科学技術に裏打ちされたイノベーションを次々と興すこと

で 大 学のステータスを高め さ らに小1経済活性のエンツンと

なることを目す旨して 研 究力を強化する施策を展開しています。

同大学では 隊 素エネルギー/猟 料軸  レ ノテクノロジ判

レ フトエレクトロニクスJ 彫 イヾオメディカリ閉 醐 を重

点研究領域として掲げ そ れらに道した特任教員及び研究員を

大幅に増やし 設 備の大幅拡充も果たしてきました。

また 一 連の研究力強化の施策に伴しヽ 外部研究資金額を増

やすための支援体制も強化してきました。現在 研 究担当目J学

長の下にある 「委言モ研究管理事務到  「法旬順守事務宣J「 契

約及び会計事務到 の3部署 (30名 )わ 密`接に連携して 年 間

約]600件 の外部研究ブロジェクトを管理運営しています。

外部研究資金を増やすための施策の一つとして同大学では、

教員 研 究員をはじめ 新 任職員および後で触れるインターン

の大学院生に対して 外 部研究資金の申請及び管理における必

要事項を教育 説 明するための座学中心のフログラムを月こと

にスケジュール化して実施しています。

<サ ウスカロライナ大手の 間打究管割 教育ブログラム>

O研 究管理の概要  ② 研究員の雇用及び給与支払い

③心募申請書の作成 O各 種公募研究の特徴と採択まで

O再 委託研究の受託 ① 予算の配分及び計上 ⑦ 知的財産権

③採択後の管理連自 ◎ 契約 0公 的機関との経費分担

①監査対応および最終報告  C法 旬員守 (不正の防止)

①主な研究助成機関の特徴および対応の方法

4奇[「①応募申請書の作成Jに 関してよ 「計画 準備編」
「申請書の書き方 (基礎編)J「申請書の書き方 (上級編)」と
3つのプログラムが用意されており 申請吾に対する同大学の

力の入れようわV司えます。

今回特呂い[お願いをして 経 理担当管理者のジョンソンさん

に現場の業務および管理システムを見せていただきました。

同大学では 公 事研究の申請及び管理 報 告等の業務をき 子

するための学内ネットワークシステムが構築されていました。

本システムは同大学の物理学の教員が独自に開発したものだそ

うで こ のようなシステムを採用している大学はまだあまりな

いとのことでした。また こ のシステムに対する改善要求が寄

せられるたびに同教員等が改善を図ってきたため 今 ではかr」

り使い勝手のよいシステムに仕上がつているそうです。

学外の公募研究に応募したい教員及び研究員は パ スワード

を入力してこのシステムにアクセスし 新 規公募研究等の情報

を得ます。その他 こ のシステムから申請書の書式をダウンロ
ードしたり 仰 戎中の申請冒をこのシステムに登録したりしな

がら申請書の仰戎作業を進めます。字内のどこからでも 作 成

中または作成済みの申詰書ヘアクセスわ可能とFJつているため

教員と担当者の間で 大 容量のフアイルをメ判 レでやり取りす

る必要がなくなりました。もちろん事務職員もこのシステムに

アクセスできるため、申諒の状況を確認したり 担 当箇所等を

記入できるようになりました。

このシステムでもつとも効果を発揮したのは申請の承認およ

び予算等の決済手続きの簡素化だつたそうです。応募時の承認

は 学 科長 学 =帳  研 究担当冨J学長の3名わY〒っているそう

ですが こ れらの所属長は不在にしていることが多いため 決

済に時間がかかつていたようです。このシステムを導入してか

らは 所 属長がそれぞれの空さ時間にネットワークにアクセス

し 申 請書を読み 問 題がなければ 承 認抑にチェック

マークを入れるだナで済むようになりました。

承認上の確認点としては、C各 字科 学 部および大学全体の

研究曽 5上の戦略から外れていないか ② 申請する教員の時間

的な余裕や研知対 いヽま十分か ③ 予算計画に問題がないか な

どだそうです。承認できない場合には そ の理由および改善等

の指示をコメント桐に記入しておくそうです。それらのコメン

トは申請者および事務職員がいつでも読むことができるため

すばやく内容を再la討して 申 請書に加筆 修 正を加え 円 章

承認を得ることが容易になつたそうです。

その他、今回の訪間で特に驚かさllたのよ 応 募申請書を

チェックする専用の担当者が各申請につき1名すつ配置さllて

いたことでした。これらの担当者は 主 に同大学の大字晩生だ

そうで 文 章作成能力および書類チェック能力について箇単な

試験を実施して合格した学生のみをインターンとして採用して

当該業務に当たらせているとのことでした。合格した学生よ前

述の業務フログラムを受講し 主 に加目する学言酸 員及び研

究員が伺戎した申請書のチェックを行うそうです。

彼らインターンの仕事は、公募元組織の特徴および公募要項

を頭に入れた上で O公 募要頂に沿った内容となっているかの

確認 ④ 申請言で要求されている内容が的確に記載されている

かの確認 0文 法チェックや誤記等の修正などを行うそうです。

申請書を作成する教員も大変多忙なため ど うしても公募元組

織が要求しているような内容になっているか確認力Y子き層かtJ

いため こ の作業は採択率向上のためにも重要とのことでした。

同大学の一連の研究力強化衆および研究資金獲得の支援偽刊

が功を案したためか こ こ数年で外部研究資金の獲得額が洵言

上がりで上昇しています。目を見張る点は 申 請件敵が毎年者

干の伸びにとどまつているにもかわ`わらす 採 択率は年々顕者

に向上していることです (図]参照)。

当大学でも研究 知 財戦略機構ができ 組 織をあげて外言FSI

究資金を増やし 研 究力を向上させるための取り組みをはじめ

ています。サウスカロライナ大学の施策をそのまま当大学に適

用するのは難しい面もありますが 同 大学の取りlBみは当大学

にとつて参考になる点も多いかと思います。

図 1サウスカロライナ大学の外部研究資金獲得額および採択率
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社会連携促進畑財本部活動報告(1)

上海エプソンマグネティクスと華東理工大学との連鯖を探る

産学連携活動も日本国内だけではrJく 国 際的な展開

が求めらllる時代になりました。特に日本企業の海外展

開が進み 生 産拠点のみならす 研 究開発も市場に近い

進出先で行われ始めています。こうした時代の変化もあ

り 明 治大学社会連携促進知財本部では 2006年 12

月13～ 16国に 本 部長以下5名で中国上海に渡りまし

た。この渡航目的は 明 大による国際的な産学連携と

学々連携の実現にあります。今回は 訪 間先の上海エブ

ソンマグネティクスおよび華東理工大学と明大との連携

可制とについてこ報告します。

明大OBネ ットワークを活かして実現

上海市北西部の嘉定区にある上海エフソンマグネティ

クス株式会社 (上海愛普生磁性器件有限公司)は

1095年 に設立されました。現在 従 業員は約1000名

で そ の事業内容は希土類ボンド磁石を中心とする永久

磁石と磁石応用製品の開発、製造 販 売です。

私達の訪間に対して 上 海エブソンマグネティクスの

董事総経理の値漏斬氏 生 販部経理の堀国彦氏 (明大理

工学部卒)、品質保証室部長の三枝英司氏が対応してく

ださいました。また今回の訪間のきつかすは 明 大OB

の堀氏が上海エプソンマグネティクスに述任していたこ

とにありました。

現在の日本人スタッフは堀氏の他2名のみで 総 経理

を含めて全ての業務が中国の人々によつて行わllていま

す。日本のセイコーエプソンからの出資は25%あ りま

すが 中 国の北京中科三環高技術株式会社の出資が

フ0%に 達しており 現 地化が進んでいます。

代表的な製品は 携 常電話等で使用される小型パイブ

レーター用モーターの超小型磁石です。生産ラインの自

動化が進んでいる一方で 検 査や工程間移送等は人海戦

術で行われています。技術が十分確立さllた製品であり

世界中の顧客が要請する条件に十分対応できる製品が

続々と作り出されていますが さ らなる発展のためによ

新技術を活用した新生産方法と新製品の開発が必要とさ

れていました。

今回の訪間では 今 後 明 大といかなる連携が可能と

なるかを見極めることが求められており さ しあたって

本部長よll磁石に関連する研究成果の提示がなされまし

た。この訪間後の200フ 年1月には 堀 氏の日本帰国に

合わせて 知 財本部で打ち合わせを実現するに至りまし

た。今後 ■ 海エブソンマグネティクスと明大との間で

包括的提境に向けた剰精を進めていくことになります。

明治大学社会連携促達対財本書B 本 部員 森 下  正

期待される国際学々連携の実現

上海市南西部の梅阪路にある革東理工大学よ 1053

年に中国初の化学工学を主とする大学として 6つ の大

学の化学分野を統合して誕生した葦剰 ヒエ学院がその前

身です。60年 に、中国教育省から全国に16ある重点大

学の1つに指定されました。また98年 に 文 系と理工系

学部を加え 総 合大学として組織変更を行い 名 IIを葦

東理工大学として今日に至ります。現在は14学部から

なり、教戦員0000名  内  教 員]000名 の規模で

学吉陣 生15000人  6000名 の大学院生と]9000名

の社会大学生を有します。

私達の訪間に対して 目J校長の弓玉景教授 国 際合作

交流センターの所長の焦家俊教授と同富J所長の包隼博士

らが対応してくださいました。

華東理工大学では1999年 に知財管理の専門部署がで

き 大 学全体の特許等知財の維持 管 理と教職員の特許

申請支援等を行つています。さらに 知 目和[関する規程

も整備されており 海 外機関との共同研究の場合にも

この規侵を適用する体制ができています。ちなみに特許

取得の黒漬件数よ 2001～ 2006年 で約000件 にのぼ

ります。

今回の訪間では 今 後 事 東連工大学と明大教員間で

の技術交流会を 双 方で開催していくことを強く求めら

れました。また 明 大では教員の知財シーズ集を毎年

発刊していますが 革 東理工大学でよ知財を外部へP日

する蜘本を持つていません。そこで 明 大からノウAウ

提供を行つていくこととしました。さらに 現 在 立

命館大学と東京震大などと国際交流を推進しているの

で 明 大とも国際交流を実現していくことを強く要請

されました。今後 国 際交流等で関係強化を図りなが

ら 共 同研究を含めた学々連境へと発展させることが

期待されます。

撃東理工大学キャツパス



社会運携促進畑財本部活動報告(2)

知財本部員の一昌として 中 国を訪れる機会を2度得

ました。1度目は2005年 ]]月の北京 2度 目は昨年12

月 (2006年 )の 上海です。私が最初に中国を訪れたの

は 約 20年前の第二次天安門事件 (1989年 )わ 勃`発す

る前の1985年 です。この時に訪llた都市は 北 京 八

ルピン 西 安 商 州H 上 海等で そ の時の印象は 1世

紀以上も前 「眠llるlaT子」と言わrlていたlll子がようや

く目覚めたという印象を持つたことを思い出します。ま

た 当 時 わ が国では既に 「十年一言Jと いう言実が定

着していましたが 中 国には 「百年
一剖 という言葉が

現行していること 都 市の性格については 北 京は政治

の中心 上海ま経済の中心である と いう感を受けました。

この約卸 年前と今回の訪間との印象を,ヒ較しますと

「眠れる柳m子Jに ついては 20世 紀後半から近代化を推

進し 中 国が政治的にも ま た経済的にも国際社会にお

ける発言権を強化してきた背景を感じ も はや眠れるlln

子があたりを瞬院する時期に至つた と いうED象を抱い

た次第です。また 「十年一言Jに ついては 少 なくと

も上海 Jヒ京の劇的な変貌ぶりについては ま さに 「五

年一吉Jと いう言葉が相応しいのでまないかと思います。

一方 者F市の性格についてま 上 海がその経済力を背景

に政治色も強めつつあるという印象を受けました。

今回の上海の訪間先は 上 海交通大学 革 東理工大学

及び上海エフソンマグネティクス社で 葦 東理工大学と

上海エブソンマグネティクス社についてよ森下教授がHll

筆されているので 私 よ上海交通大学に関して書くこと

にします。

上海交通大学の前身である南洋公学は 1806年 に創

立さllています。その後 郵 lT部 交 通部を創設すると

ともに 上 海塵字院 上 海第二医学院を12‐合し 2005

年7月に現在の上海交通大学の姿となつています。卒業

生には江澤民前国家主席を警出するなど 中 国でよ 清

奪大学 北 京大学と並び称される中国を代表する名円校

の一つて 理 工系の伝続が強い大字です。校地よ0キヤ

ンパスに分散していますが な かでも350ヘ クタール

間行キ“ンバスの模型前で造禁計画を聞く山元本部長

明治大学社会連ほ促進珊 本部 本 部員 菊 池  雅 史

に及ぶ膨大な広さを持つ聞行キャンパスは 現 在も建設

が進めらllており そ の規模の大きさには驚くばかりです。

訪間の目的は 知 的財産に関する情報交換 そ れに係

わる連携の推進 並 びに研究技術の大学間交流に関する

折衝です。訪間メンバーは 山 元 洋 知財本部長 麻 下

正知財本部員 高 橋 信 知的資産センター事務長 鈴 木

知的資産センター職員及び私菊池の5人です。

先方の対応者は 厳 良輸学長補佐 曹 兆敏科学院副院

長 奈 玉平国際交流合作与交流処課長の3名と会談を行

いました。菅兆敏氏は横浜日立大学 察 玉平氏は大阪産

業大学に留字の経験があり お 二人とも流暢な日本語を

話されておりました。

会談では 両 校の産字連携や知財に関する取り組みの

紹介の後 訪 間目的に関する情報交換等をイテいました。

以下にその主な点を記します。

ます 上 海交通大学の知的財産については こ なまで

]]30件 の4寺計出願がなされ こ のうち技術移転により

大学が得た金額は6000万 元 (日本円換算 i約9億円)

となっています。また 大 学が起業したベンチャーよ約

300社  大 学生が起業したベンチヤーよ35社  そ のう

ち上場会社は4社  こ のような技術移転は 国 家技術移

転センターを介して推進しているとのことでした。

次に 大 字間連携は 中 国国内はもとより広く進めて

おり 国 本の大学では 東 京大学 九 州大学 名 古屋大

学 早 稲田大学等と知財に関する連携 交 流を図つてい

ます。また 企 業寺との連携は JFE llEDO等 と

行なつているとのことでした。

明治大学との交流については 先 方から 双 方がよく

知り合い 着 実に実績を積上げることが長く実りある交

流の大前提であり そ のためには ま す人材と技術の交

流わ`ら着手すべさこと 交 流の窓口の一本化と整備を急

ぐべきとの所信が述べらrlました。また 明 治大学をぜ

ひとも今年中には訪間したいとの考えも述べられました。

全体的な印象として 前 回訪間した清章大学 北 京大

江淫民前国家主店の誉
学に較べて 技 術移転に対す

る取組姿勢はより積極的であ

り そ のダイナモは経済都市

に立地する名P5校としての強

い誇りと受け止めました。今

回の訪間で 明治大学として

グローブ巾レな観点に立った大

学間の研究交流や技術移転等

を推進する体制整備を急ぐ必

要があると3自く感じとつた次

第です。
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―最新テクノロジーによる次世代機能材料の研究開発 ―

知財本音mよ 明 治大学博物館 (館長 !杉原重夫文学部

教授)の 協力を得て、「
‐
漆 新 世紀展Jを 次のとおり、

開催します。

この展示会では 新 エネルギー 産 業技術総合開発機

構 (NEDO)の 大学発事業倉」出実用化研究開発事業

(通称 「マッチングファンドJ)を 活用した 自 腰哲雄理

工学部教授を中心とする 最 郷 枯の漆 の 研究成果を発

表いたします。

4月フ日 (土)～ 5月フ日 (月)

1 0 : 0 0 ～1 6 : 3 0

明治大学博物館

(駿汀合校舎アカデミーコモン地下1階)

明治大学社会連携促進知財本部

明治大学知的資産センター

(株)」 野ヽ屋漆器店、NEDO

無 料

会場には 八 イブリッド漆やナノ漆 イ ンクジェット

印刷を応用した蒔絵印刷技法による文殊喜薩の画図

(写真 1)及 び高品位な漆器 (写真2)が 展示されます。

写真〕

●会   期

●聞館 時 間

●会   場

●主 催

●協   力

●入 場  料

知財本部では 研 究成果で生まれた技術を企業等に

広く還元してその実用化を図るとともに こ のような

展示会を開催して発表していくことにしています。

写真2

知財本部と知的資産センターよ 産 業界との連携を図

るツールとして 「研究シーズ集Jを 毎年発行していま

す。今回のシーズ集の発行よ8版目となりますが 掲 載

するシーズの件数は版を重ねる度に増えています。

シーズ集の編集に当たつてよ 研 究分野 十 一ワード

教員名等で16索できるなどのナビゲーション機能の充実

を図り こ 利用になる方の立場から編集いたしておりま

す。これに加えて 今 回から新たに研究シーズに関連す

る 「論文Jと 「特許Jの 項目を追加しています。

なお こ のシーズ集は 知 財本部 知 的資産センターの

ホームページでも公開しています。

くこ連絡先>

知的資産センター事務室

TELi 03-3296-432フ  FAX iOe‐o296-4283

E‐m a l : t i o O m  c s  m eけi a c , p

シーズ集を[希 望される方 ま たlgJ載されている

シーズの詳細をお如りにtJりたい方は 下 記の知的資産

センター事務室までこ連絡の程お願いいたします。
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《日マッチングフアンド)

本事業では 民間事業者による大学等の研究成果の実用

化を目的とした研究開発を助成します。民間事業者と大

学等が連瞬して 大学等における研究成果(特許等)を

活用し実用化へ向けて研究開発を行うことを前握とし

ています。

助成額 :l件あたり 年 間i CX30万円以上 仰 環はし)

助成率 :企業の研究資金提供額の2倍を限度とする

助成対象期間 '3年以内

公募締め切りi5月瞬 (未定)

NEDO「 産業技術研究助劇

〈通称 :若子ファンドー4弱 まで)

産業技術力強化の観点から大学 研究機関等の者手研

究者(個人又はチーム)が取り組む産業応用を意図した

研究開発を助成することにより産業界及び社会の二
一

ズに応える産業技術シーズの発掘 罰載や産業技術研究

大体の育成を図ることを目的とします。

対 象 者 :大学 研 究機関等の若手研究者個人

又は若手研究者チーム

研究期間 :4年又は2年

対象分野 :【1】ライフサイエンス分野

に】情報通信分野

i3〕隈境分野

14】ナノテクノロジ
ー 材 料分野

【5】製遵技術分野

【6】エネルギー分野

【7】革新的融合分野

【8】産業技術に関する社袋科学分野

pIイ ンターナショナル分野

助 成 金 i(直 察経費)

【1】～〔フ】5000万 円以内/4年

又は3000万 円以内/2年

【8〕 1000万 円以内/2年

1914000万 円以内/2年 を上限

(間接経費)直 接経費の30%相 当額

公募締め切り,5月上旬

関東経済塵業局 「地域新生コンツーシアム研究開発

事業 (一般枠、仙■省連境枠)J

地域において新産葵 新事業を創出し地域経済の活性

化を図るため 地域における産学宮の強固な共同研究体

制(地域新生コンツーシアム)を組むことにより実用化に

向けた高度な研究開発を実施することを目的とします。

養託の対象となる要件 :

地域の大学 公的研究機関と民間企業等が研究開発

共同体召蕩成すること。

提案は管理法人が行うこと。

委馬金額 研 究開発期間等 |

1件当たりの委託金額 :原則 初年度目1億円以内
2年度目5千万円以内

研究80発期間 :2年以内(委託契約日から最長コ就

2 年ヽ3月31日まで)

公雰締め切りi4月25日

先輔計測分析技術 機器開発事業は 最先端の研究ニー

ズに応えるため 将来の創造的 独創的な研究開発に資

する先端ll測分析技術 機器及びその周辺システムの開

発を推進します。

(1)機 器開発フログラム

産と学 自 の各機関が密接に連携して開発チーム

を編成し 独 81的な研究活動に不可欠を最先端の

計測分析 機 器及びその周辺システムをrtB発する

事業です。

(2)要 慕技術プログラム

計測分析機器の性能を飛躍的に向上させることが

期待される新規性のある独創的な要素技術の開発

を行うことを目的としています

公募締め切り 1糾ヨ19日

」ST「 産学共同シーズインペーション化事業

(頭在化ステージ,」

大学等の研究報告会等を通して漕在的なシーズ候補を

産業界の視点により顕在化し 産字が協力して実現可能

性を検llJる ための試験及び調査を行しヽます。

研究開発資 1800万 円/課 題

研 究 期 間 1最長〕年間

公夢締め切じ :第 1回締め切り ■ 弓9日

第2回輸め切り 6月 11日

第3回綿め切り 3月 6日

」ST曲 域イツヘーシヨン劇出秘含寛援事業

(シーズ発掘醐 」

大学等 (剣財本部 地 共センター等) TLO等 に配

置されてしヽる各種コーディネータなどが発掘した大学

等の研究シーズの実用化を促し イ ノベーションの創

出に表するとともに コ ーディネータ等の活動を支援

することを目的としています。

く申臓替は実質2ヘ ーラです。>

応 募 要 件 1大学等に属する研究者の成果に基づく研

究シーズのうち コ ーディネータ等とと

もに実用化に向け展開するにあたつて

試験研究を必要とする研究擦寝を対象と

します。

採択課題数 11100課 潮塁度

支 援 規 模 :1課 題あたり200万 円を上限とします。

研 究 期 間 :契約締結日わ`ら平成20年 3月 31日 まで

公募締め切り :3馬 30日

お問い合わせ先 :

明治大学知的資産センター事務室 担 当 」ヽ澤

TELi Oe-3296‐4327 FAX:00‐ 32964283

平成19年 度の競争的研究資金の公募が始まります。

以下の公蒙研究にご関心をお持ちの先生方は下記の担当者までご連絡をお願いいたします。
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3月 よ年度末で 学悪を巣立ち行く学生を送る 出発を祝す 時であると

ともに 希望に的目を膨らませた新入生を迎える準備の時で 大学よ]年

で最も多忙な時tHBとなつています。そのような中で インタ
ーフエイス

VOL]2を 発行することができ 寄稿頂きました方々に 心より感謝をしヽ

たしております。また 新年度には 気持ちを新たにインターフェイスの発

行に努めますので 引き続きこ愛読の程よろしくお願いしヽたします
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